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中国自動車産業の現状 と今後の展開

高 村 幸 典

大 島 一 二

1.は じめに

中国の経済構造は輸出型から内需型に大 きく変貌 しつつある。すなわち,

いわゆる 「世界の工場」から 「世界の市場」が進展 しつつあるのである。つ

まり,こ れまでの中国の 「安 くて豊富な労働力」という大前提がくずれ,人

件費上昇 と人民元高等により輸出型の存立が徐々に困難 となる状況が形成 さ

れつつある。

中国が世界の工場から世界の市場へ変貌 しつつあることの主要な要因は,

中国経済そのものの発展が第一義であることはいうまでもないが,本 稿で論

じている自動車産業についてみれば,中 国政府による産業構造変換の意図が

その背景にあると考えられる。本論ではこの点を中心に論 じていく。

また,よ く知られているように,中 国の自動車産業は,外 資資本の生産下

請け的色彩が濃 く,自 立的な自動車企業成立には程遠い実情があるが,そ の

原因と今後の展開についてもあわせて論 じていく。

2.中 国政府 による産業構造転換政策

(1)外 資企業の企業所得税の優遇政策の廃止

第1表 は外資企業向け企業所得税の減免政策の実態を示 したものである。

この表は,か つての 「二免三減半」政策時の数値である。この当時は,売 上

高の中で輸出額が70%以 上を占める企業が特に優遇されてきたことが読み
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取れるが,こ の政策は2007年12月 末で廃止 された。

現状では先端技術型企業は相変わらず15%で あるが,そ れを除いては,

外資企業も中国一般企業 も一律25%で ある。

このように,1990年 代から一貫 して継続 してきた外資企業および外資 と

の合弁企業の企業所得税の優遇が廃止され,一 般の中国企業 と同等の競争条

件 となったのである。

第1表2007年 末に廃止された外資企業向け企業所得税優遇政策

単位:%

1～2年 目 3～5年 目 6～8年 目9年 以上

一般企業 免税 7.5 15

輸出型企業で

輸出70%以 上

免税 7.5 10

先端技術型企業 免税 7.5 10115

資料:「大連経済技術開発区投資案内』から作成。

(2)人 件費の上昇

よく指摘 されているように,中 国の人件費は上昇の一途にある。第2表 は

中国の主要地区の主要都市の最低賃金の推移を示 した。

第2表 主要都市の最低賃金の推移

単位:元/月

2009年 2010年 2013年 2013年12009年 比較

深馴市 1000 1100 1600 1.60倍

上海市 ・・1 1120 1620 1.69倍

大連市 700 ・11 1280 1.83倍

西安市 ・11 760 1000 1.66倍

資料:中 国政府発表をベースに筆者がとりまとめた。

この表からは,輸 出型企業の集積地である深馴市 ・上海市 よりも東北地域

や内陸地域が深馴市 ・上海市 を上回る上昇率をみせている。出稼 ぎ労働者で

ある農民工(農 村出身労働者)が 多 く集まる深fJll市・上海市 よりも東北地域
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の大連市および内陸地域の西安市の方が,2009年 と2013年 の上昇率を比較

した場合,上 回っていることは,た だ,た んに最低賃金が労働力の需要 と供

給のバランスによって決まるものでな く,政 府の指示によることを示 してい

ると筆者は理解 している。

つまり,地 域間の経済格差の縮小 と国民の不満をそらす目的で,中 国政府

主導で賃金上昇が実施されているものと理解 している。

このように,こ れまで喧伝 されてきた 「安 くて豊かな労働力」を大前提 と

する輸出型産業構造はその前提が崩れているのである。

(3)労 働者福祉制度の拡充

「農民工」(農村出身出稼 ぎ労働者)の 不満を解消するために,近 年福祉

制度が拡充されてきた。しかし,こ のことは,労 働者を雇用する際の会社側

のコス トが上昇 していることを示 している。

いうまでもな く,中 国の福祉制度は全国一律ではなく,地 方単位で異なっ

ているので,個 人が受ける給付および各企業の負担額にはばらつきが存在す

る。以下の第3表 は,大 連市金州新区経済技術開発区の事例である。

第3表 大連市金州新区経済技術開発区における福祉制度の概要

単位:%

種類 会社負担分 個人負担分

定年養老 20 8

失業保険 2 1

公傷保険 0.1～1.1 0

出産保険 o.s 0

医療保険 2.5 2元1月

住宅積立金 18 14

合計 43.4^-44.4 23%+2元1.月

資料:「大連経済技術開発区投資案内』から作成。

福祉政策の充実は,前 述の人件費の上昇 と相 まって企業の負担を増大 さ

せ,か つての 「安 くて豊かな労働力」を大前提 とする輸出型産業の存立条件
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(4)人 民元の対 ドルレー トのゆるやかな上昇

中国の経済力の増大や外貨準備高の増加等により,国 際通貨体制の中で人

民元の対 ドルレー ト上昇が余儀な くされている。

一方で,輸 出型企業 を保護するために,急 速な人民元高は回避 したく,人

為的 ・政策的に人民元を実勢 よりもゆるやかに上昇 されたいのが,中 国政府

の本音であろう。

このように,人 民元の国際化 は進展 しつつあるものの,依 然不十分であ

り,中 国の輸出入において主に決済に使用 されている通貨は米 ドルである。

当然のことながら,人 民元の対米 ドルレー トが上昇すれば,輸 出者である中

国サイ ドから見て,人 民元建ての手取 りは減少することになる。

第1図 人民元の対米ドルレート

資料:中 国人民銀行発表をベースに筆者作成

以上論 じたように,輸 出型をささえた制度 ・前提が大 きく崩壊 している。

中国政府の意図としては,産 業構造を輸出型から内需型に変換 して,地 域格
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差や経済格差の是正 ・社会保障制度の充実 ・大学卒業者の雇用の増大等をめ

ざし,現 状の共産党政権へ対する国民の不満の目をそらしたいのが,本 音で

あると筆者は考えている。

3.中 国 自動 車製造会社 の現状 の課題 と今後 の展開

中国の産業構造が輸出型から内需型へ変換するなかで中国の基幹産業の一

つである中国の自動車産業は外資資本の生産下請け的色彩が色濃 く残ってい

る。

なぜそうなっているのか,そ の状況から脱却するために中国政府はどのよ

うな政策をいままで打ち出してきたのか,そ の結果はどうであったか,等 を

検証すると同時に,中 国自動車産業の今後の展開について論 じてみたい。

(1)現 状中国で生産販売 されている車のカテゴリー

大きく分けて以下の論 じる四種類に分類できる。

まず,第 一に上海汽車 ・第一汽車 ・東風汽車 ・北京汽車 ・長安汽車 ・広州

汽車等 と外国資本との合弁会社が生産 ・販売する外資ブランド車がある。シ

ボレー ・パサー ド・カローラ ・シルフィ ・シビック等である。

次に上記合弁会社が生産 ・販売する中国合弁自主ブランド車(中 国専用

車)が ある。中国販売限定車である 「理念」:広汽ホンダ(広 州汽車+ホ ン

ダ)が シティをベースに開発,「 思銘」:東風ホンダ(東 風汽車+ホ ンダ)が

シビックをベースに開発,「啓辰」:東 風 日産(東 風汽車+日 産)が 開発,

「宝駿」:(上 海汽車+GM+柳 川五菱汽車)の 合弁である上海通用五菱汽車

が開発 「スプラシュ」:昌 河スズキ(江 西昌河汽車+ス ズキ)が 開発 等が

ある。価格面では,当 然のことながら,中 国自主ブランドのほうが外資ブラ

ンド車よりも廉価である。

三番目は外資資本との合弁会社が自主開発 して生産 ・販売する中国自主開

発車がある。「上海汽車」:栄威 ・名爵 ・上海牌,「 第一汽車」:紅旗等がある

が販売実績が乏しく,中 国新車販売に占めるシェアは1%未 満である。
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最後の四番 目に外資資本 と合弁 していない民族系の自動車会社(奇 瑞 ・

BYD・ 吉利 ・長城他多数)が 生産 ・販売する独 自ブランド車(自 主ブラン

ド車とも呼ばれる)が ある。

まとめれば,外 資ブランド車 ・中国合弁 自主ブラン ド車 ・中国 自主開発

車 ・独 自ブランド車の四つに区分できる。

(2)大 手企業の構造

現状の制度下では,外 資企業は中国の自動車製造会社2社 とまで合弁会社

を設立できる。 トヨタは第一汽車 と広州汽車,ホ ンダは東風汽車 と広州汽車

などが典型的事例である。欧米系では,GMが 上海汽車 と第一汽車,VWも

上海汽車と第一汽車と合弁会社を設立している。

しかしながら,中 国自動車側では合弁相手先である外資企業の数に制限は

ない。第2図 は大手5社 の一角を占める長安汽車集団の事例である。この会

社は外資3社 と合弁会社 を設立していて,事 実上生産下請けの色彩が強い。

この図からもわかるように,生 産下請け的な色彩が濃 く,設 計 ・部品評

価 ・調達 ・生産 ・販売 ・アフターサービスという製造会社の基本的なサイク

ルが確立していないのが実状である。自立した自動車会社には,程 遠い実情

がある。

第2図 中国自動車会社の大手(長安汽車集団)の構造

資料:筆 者作成
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(3)中 国自動車産業の構造変換を主目的にした自動車購入への補助金導入

近年,中 国自動車産業の構造 変換を主目的とした自動車購入への補助金が

導入された。以下その内容 をみてみよう。

1)小 型車(1600CC以 下)の 自動車取得税の減税

日本にも新車購入時に自動車取得税(地 方税)が あるが,中 国でこれと類

似 した税制が存在 したが,現 在は廃止されている。税率は,2009年 に10%

から5%に 減税 され,2010年 末で終了 した。

2)低 燃費車補助金(エ コカー補助金)

2010年6月 ～2011年 末に終了 した。購1入時に3000元/台 を支給す るとい

う制度である。当時,外 資ブラン ド車:17車 種,民 族系の独 自ブラン ド

車:13車 種が対象 として認定 された。民族系の独 自ブランド車のほうが,

外資との合弁会社の外資ブランド車 より認定時に優遇されていた。

3)「 汽車下郷」政策

「汽車下郷」政策(農 村への 自動車普及政策)は,2009年 か ら実施 さ

れ,2010年 末で終了 した。農業用の三輪自動車等を淘汰 し,1300CC以 下の

小型車を購入する場合,5000元 を上限に購入額の10%を 支給す るという制

度であった。

(4)中 国自動車産業の構造 変換を目的とした自動車購入時の補助金政策

この制度は,独 自ブランド車(奇 瑞 ・BYD・ 吉利等)が 得意とす る小型

車への補助が中心であ り,外 国資本 との合弁でない民族系の独 自ブランド車

販売の支援 を目的としたが,外 資との合弁会社が小型車の販売(中 国合弁 自

主ブランド車)を 強化 したので当初の思惑 とは異なる方向へ進行 した。

これは外資との合弁会社の下請け的な色彩からの脱却につながらず,従 来

路線の維持を助長した。したがって外資との合弁会社の自主開発車には進展

がまった くみられなかった。
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また,販 売台数の面では,需 要に先取 りに過 ぎず,補 助金終了後,販 売台

数は鈍化 した。2010年 以降,2013年 まで中国の新車販売台数の伸び率は鈍

化している。

以下の第4表 は,主 な自動車会社の販売実績である。上海汽車 ・第一汽

車 ・東風汽車が外資ブラン ド車が主な自動車会社である。奇瑞 ・BYD・ 吉

利汽車 ・長城汽車が民族系で独 自ブランド車を製造販売している。

第4表:主 な自動車会社の販売実績

単位:万 台

会社名 2008年

販 売実績

2010年

販 売実績

2008年1

2012年 比

2012年

販 売実績

主 な外 国

資本

上海汽車 172 358 2.07 ..・ GM・VW

第一汽車 153 192 1.67 300 VWト ヨタ

東風汽車 132 272 2.06 1: 日産 ・ホ ンダ

・プ ジ ョー

奇瑞 35 62 1.77 54

BYD 19 52 2.73 46

吉利汽車 22 42 1.91 49

長城汽車 13 36 2.77 49

資料:中国汽車工業協会発表に筆者が加筆

(5)中 国自動車会社の現状 と課題

自動車会社は地元に税収 と雇用をもたらすので,地 方政府には貴重な存在

である。

一般に中国では 「税収+雇 用」が中国自動車会社の構造転換(自 主開発車

の開発 ・製造により自立的な自動車会社をめざす)よ りも優先 されていて,

中国の自動車会社が自立した意味の自動車会社へ変貌することへの阻害要因

になっている。

以下の例からみられるように,そ れぞれの地方政府は地域における生産の

維持や拡大を目的とした独 自の補助金制度を採用 している。中国の自動車会

社が自立 した自動車会社 に変貌する目的 とは,ま ったく相反する政策であ
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る。

(事例1)重 慶市(長 安汽車集団の生産拠点)で は,地 元の長安汽車が市

内で生産 した車が対象であり,1600CC以 下の小型車の購入に最高3000元

の補助金を支給する。

(事例2)西 安市(BYDの 生産拠点)は,BYDが 西安泰川汽車 を吸収 し

た拠点であり,BYDの 生産拠点の統廃合 によ り,西 安のBYD(旧 西安泰川

汽車)の 生産拠点は淘汰される可能性があり,地 方政府はそれを危惧 してい

る。また,大 手自動車会社の トップの椅子が共産党政府の人事ローテーショ

ンに組み込まれていて,中 長期的視野で経営に取 り組めないことも大 きな弊

害になっている。

(6)中 国自動車会社の今後の展開

今後の展開として,筆 者は次の二つのシナリオを想定 している。

シナリオ①は,「税収+雇 用」を重視する見地から,当 面,現 状の体制が

続き,自 主開発車の開発に進展がみられないシナリオである。このシナリオ

では自立 した自動車会社へ変貌は難 しい。しか し,こ の可能性が極めて高

いo

周知のように,中 国の都市部での交通渋滞や駐車スペースの不足,PM

2.5に 代表されるような大気汚染の深刻さは,日 本をはるかに超 えてお り,

環境的には都市部での自動車販売の今後の大 きな拡大は,す でに困難な状況

にある。北京市や上海市では,す でに新車の購入制限がなされていて,他 の

都市への拡大は時間の問題である。

また,農 村部では,所 得が都市部より低 く,販 売台数の面では農村部での

大きな拡大は現状困難である。

このような状況下で,今 後,1年 間の新車販売台数2000万 台以上の水準

を維持して,さ らに毎年,前 年実績に対 して上乗せを図るためには,今 まで

以上に完成車の輸出に依存せ ざるをえないと考えられる。この点について

は,後 述する。
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シナリオ②は,中 央政府の新指導体制の方針のもと,自 主開発車の開発が

進み,下 請け的色彩の強い製造会社から,自 立的な自動車会社へ脱皮するシ

ナリオである。このためには,合 併等による強固な連携が必要である。

中国政府は自動車産業 を3～5社 の大企業に集約 して,上 位10社 のシェア

を90%に したい と考えている(国 家発展改革委員会や商務省発表による)。

ただ企業の集約は生産拠点の統廃合により,税 収や雇用の喪失につながる地

域が発生する可能性が高 く,現 状の共産党政権へ不満の目がむけられる可能

性 もあ り,積 極的には推進できない事情があり,こ のシナリオの可能性は低

いと考える。

具体的な事例 として,2012年1月 江西省景徳鎮において,長 安汽車の生

産拠点の再編に反発 して,ス トが発生 した事例がある。この事例では,長 安

汽車集団が当時の長安スズキと昌河スズキの統合を計画して,景 徳鎮にある

昌河スズキを重慶にある長安スズキへの統合を計画した。ス トという事態を

収拾するために景徳鎮のある江西省政府は昌河スズキの親会社である江西昌

河汽車の株式の70%を2012年5月 に取得 した。その後,そ の株式は2013

年11月 に大手の一角である北京汽車集団に転売された。景徳鎮から生産拠

点を今後移動させないという確約 をとりつけた上での売却 と思われる。

(7)中 国自動車会社の完成車輸出

地方政府の 「税収+雇 用」を第一の目的に して,今 後 も毎年2000万 台以

上の新車を生産販売 し,さ らに毎年,前 年実績に対 して上乗せを図るために

は,今 後,今 まで以上に自動車輸出に依存せ ざるを得ないと考えられる。海

外生産では,中 国国内の雇用が確保できないからである。

2015年 末までに,ASEANIO力 国は,地 域内の関税の撤廃 ・輸出入手続 き

の共通化 ・簡素化が実現する。さらに地域内の道路や港湾設備の整備がすす

められ,物 やサービスの円滑な交流が進む。この統合の結果,ASEAN10ヵ

国はそれぞれ独立した国であるが,経 済の面では,国 境がなくなり,単 一販

売地域,単 一生産地域になる。
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元来,ASEAN地 域へは,日 本の自動車会社は1960年 台か ら進出 して,

販売に占める日本車のシェアは80%近 くを占める。ASEAN共 同体の設立

により,単 一販売地域 ・単一生産地域 となるので,日 本の自動車会社だけで

な く,韓 国 ・アメリカの自動車会社 も生産能力増加や新規生産拠点設立の動

きが加速している。

単一生産拠点の具体例 としては,ト ヨタの部品メーカーである トヨタ紡織

はラオスに 「トヨタ紡織 ラオス」を設立して,自 動車用シー トカバーなどの

内装部品を2014年4月 か ら生産を開始する。これはタイの トヨタの完成車

工場に納入予定である。メコン経済圏の最適な場所で部品を生産して,最 適

な場所で完成車生産をするという動 きである。

このような動きにたいして,中 国の自動車会社はどのような動 きをとるで

あろうか。

前述の 「雇用+税 収」を最優先する立場から,生 産拠点をASEAN内 に移

転 して,ASEAN内 で生産,販 売する戦略はとらない,あ るいはとることが

できないと筆者は考えている。しかし,一 部に,長 城汽車のタイの生産拠点

の設立の動きはあるが,筆 者は例外 と理解 している。タイでは,車 種のなか

でピックアップトラックのシェアが高 く,50%弱 を占めている。長城汽車

はピックアップ トラックの生産販売では,世 界指折 りでかつ中国で一位であ

るからである。

中国の自動車会社はASEANと 中国南西部を結ぶ南北経済回廊 を活用 し

て,関 税軽減政策を利用 してASEAN内 で中国生産の完成車を販売すると考

えられる。この展開の上に,さ らにミャンマーのダウエーやモーラミヤイン

を借港して,イ ンドやアフリカに完成車を輸出すると考えられる。

このルー トを活用すれば,マ ラッカ海峡を通過する場合 よりも時間的に四

分の一程度にな り,さ らに運賃 も安 くなる。さらに海賊が出没するマラッカ

海峡を通過しないので安全 も確保 される。

外資資本との合弁会社 も,独 自ブランド車を生産販売する民族系 も,中 国

の内陸部での販売を強化するために内陸部に新規生産拠点を設立 している。
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これは内陸部での販売増を第一の 目的にしているが,同 時に,ASEANで の

販売,さ らにミャンマーの二つの港を借港 してインドやアフリカへの輸出に

つながる戦略でもある。

例えば,VWが 新彊ウイグル自治区のウルムチ市 と四川省成都市 に生産拠

点を設立している。GMは 子会社の上海通用五菱汽車の生産拠点である広西

チワン族自治区柳川市の生産拠点を増強している。

こうした中国ASEAN南 北経済回廊の中国側の入口は雲南省の昆明であ

り,内 陸部で生産した完成車のASEANで の販売,さ らにインドやアフリカ

への輸出の拠点となるものと考えられる。

以下の図は中国自動車会社の2013年 までの新車販売台数(輸 出台数含む)

と今後の予想である。

第3図 中国の新車販売台数

資料:中 国汽車工業協会の発表による

これ まで,輸 出台数 の もっ とも多 い年 は,2013年120万 台 前後 であ り,

わ ずかに新 車販 売全体 に占めるシェアは5%程 度であった。 しか し,前 述 の
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ように中国国内販売の大幅の伸びが今後大 きく期待できない環境下でおい

て,完 成車輸出に力 を入れざるをえないと筆者は予想 している。

4.ま とめにかえて

ここまでみてきたように,中 国が世界の工場から世界の消費地に転換 しつ

つある環境下においても,中 国の主たる基幹産業である自動車産業は外資資

本の生産下請け的色彩が色濃 く残っている。本稿では,そ の原因および今後

の展開について論 じてきた。現在の共産党政権が継続する限り,今 後 も現状

の路線の延長線上にあると筆者は確信 している。

中国自動車市場の現状は,古 代の春秋戦国時代を思わせるように,多 くの

外資との合弁会社 と独 自ブランド車 自動車会社が乱立 している。

こうしたなかで,世 界の潮流 としては,ガ ソリン車は環境面で課題が多

く,低 公害の次世代 自動車 に傾いている。また,中 国国内の環境悪化 によ

り,こ の趨勢はますます強化 されるであろう。しかし,中 国の自動車会社は

ハイブリット車 ・電気 自動車 ・プラグインハイブリット車 ・燃料電池 自動車

への研究 ・開発の分野で大 きく立ち遅れている。現在,話 題になっている

PM2.5に よる大気汚染問題の主な原因は,自 動車本体の排気処理能力では

な く,使 用 されているガソリンの精度にあるともいわれているが,中 国の次

世代 自動車への取 り組みが,今 後も強化 されることは不可避であろう。

この次世代 自動車の研究 ・開発のためには,現 状 より規模の大 きな自動車

会社の存在が必要不可欠であ り,生 産下請けから脱却 して,自 立 した自動車

会社に変革しないかぎり,実 現は難しいと考える。今のままでは次世代に環

境面で大きな負の遺産を引き継 ぐことになろう。自立 した自動車会社への変

革が求められている。
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ThePresentConditionoftheChineseAutomobileIndustry

andtheFutureDeployment

TAKAMURAYukinori

OSHIMAKazutsugu

Chinaastheworld'sfactorywasestablishedthroughtherichcheap

laborforceandthepreferentialtreatmentpoliciesforforeigncompanies.

However,itisdifficulttomaintainthestatusoftheworld'sfactorybecause

oftheinflationofwagesandtheabolitionofthepreferentialtreatment

policies.Althoughinsuchasituation,Chineseautomobilecompaniesare

takingchargeoftheonlyproductionfunctionintheamalgamated

companiesandthemajorforeignpharmaceuticalcompanies.Athand,itis

inthesituationwhichcan'tdesignandcannotdoguaranteeofquality,sale,

andafter-salesservice.

Insuchasituation,itissodifficulttosupportthenext-generationcars,

suchasanelectricvehicle.Anditmayalsoproducemanynegative

legaciesinChinawithoutbeingabletocopewiththeenvironment

problems.

Therefore,thispaperwillassumethefollowing2scenariosforitsfuture

development.

1.Ifthepresentsystemfollowsforthetimebeing,thevoluntary

developmentofthecarisnotseeninfromthestandpointattachinggreat

importancetoTaxRevenueandEmployment.

2.Thecauseofnewguidingprinciplesofthecentralgovernment,the

developmentofthevoluntarydevelopmentcaradvancesandmakesself-

renewalfromthemanufacturerofsubcontractingtotheautonomouscar

company.


